
 
 

 

 

 

平成 22 年４月 27 日 

 

平成 21 年「通信利用動向調査」の結果 

 

総務省では、この度、平成22年１月に、世帯及び企業における情報通信サービスの利用状況、

情報通信機器の保有状況等について調査した「通信利用動向調査」の結果を取りまとめました。 

今回の調査結果のポイントは、以下のとおりであり、また、概要は別添のとおりです。 

 

【調査結果のポイント】 

＜インターネット等の普及状況＞ 

○ インターネットの利用者数は９，４０８万人、人口普及率は７８．０％。 

インターネットの利用者数は、対前年比３１７万人増の９，４０８万人に達し、人口普及率は

７８．０％（対前年比２．７ポイント増）となった。[ｐ１] 

また、インターネットの世代別の個人利用率をみると、６０歳以上の世代において、インターネ

ットの利用率の伸びが顕著。 [ｐ３] 

自宅パソコンからのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している世帯の割合は

７６．８％（対前年比３．４ポイント増）。このうち、光回線が４１．１％（対前年比２．１ポ

イント増）と増加し、光ファイバーによるブロードバンド化が着実に進展。 [ｐ５] 

 個人がインターネットを利用する際に使用する端末として、「ゲーム機・ＴＶ等」からのイン

ターネット利用者が７３９万人（対前年比３０．３％増）と大幅に拡大するなど利用端末が多様

化。[ｐ２] 

 

＜個人におけるＩＣＴ利用の進展＞ 

○ インターネットの利用目的として、「デジタルコンテンツ（音楽・音声、映像、ゲームソフト等）の入手・

聴取」が拡大し、４人に１人が利用。 

インターネットの利用目的として、「デジタルコンテンツ（音楽・音声、映像、ゲームソフト等）

の入手・聴取」が拡大し、パソコンからの利用が２５．３％（対前年比５．９ポイント増）、携帯

電話からの利用が２９．４％（対前年比７．６ポイント増）となった。 

また、パソコンで「動画投稿サイトの利用」をする人も２３．４％となっている。 [ｐ９、ｐ１０] 



＜企業におけるＩＣＴ利用の進展＞ 

○ ＡＳＰ・ＳａａＳを利用している企業は２０．０％（対前年比４．５ポイント増）。 

  ＡＳＰ・ＳａａＳを利用している企業は２０．０％（対前年比４．５ポイント増）と、５社に

１社が利用。ＡＳＰ・ＳａａＳを利用している企業のうち、効果があったと回答した企業は、平成

19 年調査では６７．５％、平成20 年調査では７３．９％、平成21 年調査では７８．５％と着実

に増加している。[ｐ１３] 

また、テレワークを導入している企業は、平成 19 年調査の１０．８％から平成 21 年調査では

１９．０％と、ここ２年間でほぼ２倍となり、企業においてテレワークの導入が進展している。テ

レワークを導入している企業のうち、９割強（９６．２％）の企業が効果があったと回答。

[p１５] 

   

＜安心・安全への取組＞ 

○ １８歳未満の子供がいる世帯における携帯電話のフィルタリングサービスの利用率は５２．２％

（対前年比２．４ポイント増）。 

１８歳未満の子供がいる世帯の携帯電話のフィルタリングサービスの利用率は５２．２％（対

前年比２．４ポイント増）と２世帯に１世帯が利用している。一方、パソコンのフィルタリング

ソフトの利用率は１９．９％となった。 [p２３] 

 
 

【調査概要】 

通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）及び企業を対象とし、統計法に基づく一般統計とし

て平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し平成６年を除き毎年実施。世帯構成員調

査は、平成13年から実施。）。 

 世帯調査 企業調査 

調査時期 平成22年１月 

対象地域 全 国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20歳以上（平成21年４月１日現在）の世帯主

がいる世帯及びその構成員 

常用雇用者規模100人以上の企業（農業、林業、

漁業、鉱業及び公務を除く。） 

サンプル数 6,256世帯 2,870企業 

有効回答数（率） 4,547世帯（14,549人）（72.7％） 1,834企業（63.9％） 

調査事項 通信・放送サービスの利用状況、情報通信関連機器の保有状況等 

対象の 

選定方法 

無作為抽出 

（地域及び都市規模を層化基準とした層化二

段抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常用雇用者数を層化基準とした層

化一段抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 連絡先：情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

 （ 担 当 ： 久 保 田 課 長 補 佐 、 松 本 係 長 ） 

 電 話：（直通）０３－５２５３－５７４４ 

 （ＦＡＸ）０３－５２５３－５７２１ 



 
 

別  添 
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（１） インターネット利用者数及び人口普及率 （個人） 

   過去 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で９，４０８万人と、前年に比べ

３１７万人の増加。人口普及率は７８．０％となった。 

個人がインターネットを利用する際に使用する端末（「パソコン」「モバイル端末（携帯電話・

ＰＨＳ等）」「ゲーム機・ＴＶ等」）をみると、それぞれ前年に比べて利用者数が増加しているが、

特に、「ゲーム機・ＴＶ等」が７３９万人（対前年比３０．３％増）と大幅に拡大するなど、利用端

末が多様化している。 

 
 

インターネット利用者数及び人口普及率の推移(個人)  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

① 平成９～12年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」から抜粋。 

② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、過去１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本

調査の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆる

ものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等

あらゆるものを含む。 

③ 平成13年末以降のインターネット利用者数は、各年における6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本

調査で得られた6歳以上のインターネット利用率を乗じて算出 

④ 平成13年末以降の人口普及率（推計）は、③により推計したインターネット利用人口を国勢調査及び生命表を用いて推計した各年

の６歳以上人口で除したもの。 

⑤ 調査対象年齢については、平成11年末まで15～69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末以降は６歳以上。 

 

 

１ インターネット等の普及状況 
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インターネット利用端末の種類（個人）（平成21年末） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （※）モバイル端末：携帯電話、ＰＨＳ及び携帯情報端末（ＰＤＡ）を指す。 

 

 

 

（参考）平成20年通信利用動向調査におけるインターネット利用端末の種類（個人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

パソコンからのみ

１，５０７万人【１６．６％】

パソコン、モバイル端末併用

６，１９６万人【６８．２％】

パソコンからの利用者

８，２５５万人【９０．８％】

モバイル端末からの利用者

７，５０６万人【８２．６％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

５６７万人【６．２％】

モバイル端末からのみ

８２１万人【９．０％】
ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

２万人【０．０％】

４７５万人

【５．２％】

７６万人

【０．８％】

１３万人

【０．１％】

パソコンからのみ

１，２９２万人【１３．７％】

パソコン、モバイル端末併用

６，４９２万人【６９．０％】

パソコンからの利用者

８，５１４万人【９０．５％】

モバイル端末からの利用者

８，０１０万人【８５．１％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

７３９万人【７．９％】

モバイル端末からのみ

８８５万人【９．４％】 ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

２万人【０．０％】

６２７万人

【６．７％】

１０３万人

【１．１％】

６万人

【０．１％】
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（２） インターネット利用率 （個人） 

インターネットの世代別の個人利用率をみると、６０歳以上の世代において、インターネットの

利用率の伸びが顕著。特に６５～６９歳代では、５８．０％（対前年比２０．４ポイント増）と大幅に

増加している。 

世代別男女別では、概ね男性の方が利用率が高いものの、６～１２歳代、１３～１９歳代、３０

～３９歳代では女性の利用率が高くなっている。 

また、所属世帯年収別にみると、低所得者ほどインターネットの利用率が低くなっている。 

 
属性別のインターネット利用率（個人） 

○世代別 

 

 

 

 

 

 

○世代別男女別（平成21年末） 

 

 

 

 

 

○所属世帯年収別（平成21年末） 
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（３） インターネット利用率（企業）  

企業のインターネット利用率は、全体で９９．５％となった。 

従業者規模別にみると、５００人以上の企業では１００％である一方、５００人未満の企業で

は、９９．２％となっている。 

 
 
 

インターネット利用率の推移（企業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

従業者規模別のインターネット利用率（企業） 
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平成２０年末(n=2,012) 平成２１年末(n=1,834)
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（４） インターネット接続回線の種類 （世帯） 

自宅のパソコンからのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している世帯の割合

は、７６．８％と、前年から３．４ポイントの増加。そのうち、光回線の利用率が前年から２．１ポイ

ント増の４１．１％となり、世帯における光回線によるブロードバンド化が着実に進展している。 

 

自宅のパソコンからのインターネット接続回線の種類（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）①集計対象は「自宅」の「パソコン」からのインターネット利用世帯 

（注）②「ブロードバンド回線」は、ＤＳＬ回線、ケーブルテレビ回線、光回線、第三世代携帯電話回線（パソコンに接続して使う場合のみ）、固定無線回線及び 

ＢＷＡアクセスサービスがある 

（注）③「ナローバンド回線」には、上記以外に携帯電話回線、ＰＨＳ回線等がある 

 

 

67.6

31.3

16.6

18.9

2.4

0.7

30.0

17.3

11.4

73.4

39.0

17.1

17.3

4.6

0.8

24.9

12.3

9.4

76.8

41.1

18.5

17.1

3.4

0.7

0.4

23.3

11.5

9.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ブロードバンド回線

光回線

ケーブルテレビ回線

DSL回線

第３世代

携帯電話回線

固定無線回線

BWA

アクセスサービス

ナローバンド回線

ISDN回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

19年末(n=2,754)

20年末(n=3,579)

21年末(n=3,751)

（％）

※ BWAアクセスサービスは、

平成21年末からの調査項目
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（５） インターネット接続回線の種類 （企業） 

自社からのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している企業の割合は、７６．９％

で前年と比較して横ばいとなった。しかしながら、光回線の利用率が前年から３．８ポイント増の

７２．０％となり、企業における光回線によるブロードバンド化が一層進展している。 

 
 

インターネット接続回線の種類（企業）（複数回答） 

 

 
75.9

64.0

22.7

4.5

0.1

20.4

13.7

5.9

4.4

16.0

76.8

68.2

20.0

4.8

0.3

17.3

11.1

4.9

3.2

18.6

0.3

76.9

72.0

15.7

2.6

0.2

0.1

16.4

10.2

4.4

3.1

20.6

0.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ブロードバンド回線

光回線

DSL回線

ケーブルテレビ回線

固定無線回線

BWAアクセスサービス

ナローバンド回線

ISDN回線（常時接続）

電話回線

（ダイヤルアップ）

ISDN回線（非常時接続）

専用線

衛星回線

19年末(n=2,115)

20年末(n=1,990)

2１年末(n=1,823)

（％）

※衛星回線は、平成20年末、

BWAアクセスサービスは、

平成21年末からの調査項目
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（６） 情報通信機器の普及状況 （世帯） 

情報通信機器の普及状況を機器別にみると、「携帯電話・ＰＨＳ」及び「パソコン」の世帯普及

率は、それぞれ９６．３％及び８７．２％と大半の世帯に普及。また、「カー・ナビゲーション・シス

テム」の普及率は５１．４％（対前年比５．５ポイント増）と初めて５割を超え、「ETC 車載器」の普

及率も４９．５％（対前年比１３．３ポイント増）となるなど、交通分野のＩＣＴ化が進展している。 

また、インターネット接続できるゲーム機やテレビも、それぞれ２５．９％（対前年比５．１ポイ

ント増）、２３．２％（対前年比８．０ポイント増）となるなど世帯への普及が進んでいる。 

 
 

情報通信機器の普及率の推移（世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）ネット接続できるゲーム機及びネット接続できるテレビは平成13 年から、ネット接続できる家電は平成 14 年から、ＥＴＣ車載器は平

成 16 年から、固定電話は平成 17 年から、パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー及び（再掲）ワンセグ対応携

帯電話は平成18年からの調査項目。 
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ＥＴＣ車載器

（再掲）ワンセグ対応携

帯電話

パソコンなどからコンテンツを自

動録音できる携帯プレイヤー
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ネット接続できる家電

ネット接続できるゲーム機
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（７） 携帯電話及びパソコンの利用率 （個人） 

携帯電話及びパソコンの個人利用率をみると、携帯電話（７４．８％）がパソコン（６６．２％）

を８．６ポイント上回っている。世代別では、携帯電話の個人利用率は、２０代～４０代で９割を

超えており、６０代後半でも７割弱である。特に、「６０～６４歳」「６５～６９歳」は、全体の利用率

との差が平成１５年調査ではそれぞれ１２．１ポイント、３２．５ポイントあったものが、平成２１

年調査では０ポイント、５．１ポイントと縮小している。 

一方、パソコンの個人利用率は、１３歳～４０代で８割を超えるが、６０代後半では４０．２％

に落ち込んでおり、携帯電話よりも価格が高く、操作にも相応の知識が必要なパソコンは、携

帯電話以上に世代間で格差が大きい。 

また、所属世帯年収別にみると、低所得者世帯で、携帯電話とパソコンの利用率の差が大

きい。 
 

 

属性別の携帯電話及びパソコンの利用率（個人） 

 

 

○世代別（平成21年末） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○所属世帯年収別（平成21年末） 
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（１） インターネットの利用目的  

インターネットの利用目的については、パソコンからの利用は「企業・政府等のホームページ

（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）の閲覧」が５５．８％と最も高い。一方、携帯電話からの利用では

「電子メールの受発信」が５４．５％と最も高くなっており、機器の特性に応じた利用を行っている

ことがうかがえる。 

また、「デジタルコンテンツ（音楽・音声、映像、ゲームソフト等）の入手・聴取」は、パソコンか

らの利用が２５．３％（対前年比５．９ポイント増）、携帯電話からの利用が２９．４％（対前年比

７．６ポイント増）と、いずれも利用が大きく拡大している。更に、パソコンで「動画投稿サイトの利

用」（新規調査項目）をする人も２３．４％となっている。 

 
パソコンからのインターネット利用の機能・サービス（個人） 

 (複数回答)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

２ 個人におけるＩＣＴ利用の進展状況 

56.8 

45.5 

49.1 

47.4 

36.8 

19.4 

22.1 

18.1 

12.6 

13.0 

11.3 

10.1 

9.0 

8.2 

7.5 

7.0

5.1 

4.7 

5.0 

4.4 

3.0 

0.8 

5.2 

7.6

55.8 

46.9 

46.4 

42.5 

34.7 

25.3 

23.4 

22.2 

17.0 

12.7 

12.4 

11.8 

10.5 

9.0 

8.4 

8.3 

6.1 

4.7 

4.7 

4.5 

4.2 

2.6 

0.6 

4.7 

10.6 

0 10 20 30 40 50 60 

企業・政府等のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

商品・サービスの購入・取引（金融取引を除く）

電子メールの受発信（メールマガジンは除く）

個人のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

地図情報提供サービス（有料・無料を問わない）

デジタルコンテンツ（音楽・音声、

映像、ゲームソフト等）の入手・聴取

動画投稿サイトの利用

メールマガジンの受信（有料・無料を問わない）

インターネットオークション

金融取引（ネットバンキング、ネットトレード等）

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの閲覧

アンケート回答

クイズ・懸賞応募

電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ、ＦＴＰなど）

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

電子掲示板（ＢＢＳ）への書き込み・チャットへの参加

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

ホームページ（ブログは除く）の開設・更新

ブログの開設・更新

電子政府・電子自治体の利用（電子申請、電子申告、電子届出）

通信教育の受講（e-ラーニング）

在宅勤務（テレワーク、SOHO）

その他

無回答

（％）

平成20年末(n=9,468)

平成21年末(n=10,243)

※ 「動画投稿サイトの利用」は、平成21 年からの調査項目
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携帯電話からのインターネット利用機能・サービス（個人） 
(複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ 「動画投稿サイトの利用」は、平成21 年からの調査項目
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0.0

2.7

23.5

54.5 

30.1 

29.4 

17.4 

16.2 

14.1 

13.8 

5.9 
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2.4 

2.2 

1.6 

0.2 

0.1 

0.1 

2.7 

26.4 

0 10 20 30 40 50 60 

電子メールの受発信（メールマガジンは除く）

商品・サービスの購入・取引（金融取引を除く）

デジタルコンテンツ（音楽・音声、

映像、ゲームソフト等）の入手・聴取

メールマガジンの受信（有料・無料を問わない）

個人のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

地図情報提供サービス（有料・無料を問わない）

企業・政府等のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの閲覧

クイズ・懸賞応募

動画投稿サイトの利用

アンケート回答

インターネットオークション

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加

電子掲示板（ＢＢＳ）への書き込み・チャットへの参加

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

金融取引（ネットバンキング、ネットトレード等）

ブログの開設・更新

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ、ＦＴＰなど）

ホームページ（ブログは除く）の開設・更新

電子政府・電子自治体の利用（電子申請、電子申告、電子届出）

通信教育の受講（e-ラーニング）

在宅勤務（テレワーク、SOHO）

その他

無回答

（％）

平成20年末(n=8,634)

平成21年末(n=9,410)
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（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス  

過去１年間にインターネットにより購入・取引した商品・サービスを男女別にみると、男女とも

デジタルコンテンツの購入が最も多い（男性４７．９％、女性４６．９％）。一方、男性では、「趣味

関連品・雑貨」（３６．３％）、女性では「衣料品・アクセサリー類」（４３．４％）の購入・取引が多く

なっている。 

購入・取引したデジタルコンテンツの内訳をみると、「音楽」が最も高い（５３．５％）。また、男

女別をみると、「着信メロディ・着うた」 が女性では６３．２％となっているのに対し、男性は

４３．７％と差が大きくなっている。「ソフトウェア（コンピュータプログラム）」でも、男性が

２３．０％となっているのに対し、女性は６．７％と差が大きくなっている。 
   

インターネットにより購入・取引した商品・サービス（複数回答）（平成21年末） 

（対象：15歳以上の商品・サービス購入経験者及び金融取引経験者） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

インターネットにより購入・取引したデジタルコンテンツの種類（複数回答）（平成21年末） 
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（３） インターネットで購入する際の決済方法  

インターネットで購入する際の決済方法をみると、クレジットカード払いが５０．３％（対前年比

０．７ポイント増）と２人に１人が利用している。 

また、「銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い」（３４．３％）、「コンビニエンスストアカウンター

での支払い」（３３．３％）など、多くの決済方法の割合が前年よりも増加しており、様々な決済方

法の利用が進展していることがうかがえる。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４） 非接触型電子マネーの利用状況  

非接触型電子マネーの保有率は２９．６％と前年と比較して２．９ポイントの増加。非接触型

電子マネーの形態は、「ＩＣカードを利用するもの」が２４．２％（対前年比２．６ポイント増）で、

「携帯電話を利用するもの」は、９．４％（対前年比０．７ポイント増）である。 

 
非接触型電子マネーの保有率（個人）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

12.4 13.5

26.7

29.6

8.7 9.4

21.6

24.2

0

10

20

30

20年末

(n=12,240)

21年末

(n=12,805)

20年末

(n=12,240)

21年末

(n=12,805)

20年末

(n=12,240)

21年末

(n=12,805)

電子マネー

を持っている

うちＩＣカード

を利用するもの

うち携帯電話

を利用するもの

（％）

うちICカード乗車券と一体のもの

49.6 

46.5 

30.4 

29.8 

11.4 

3.1 

10.7 

3.3 

50.3 

46.4 

34.3 

33.3 

14.2 

4.1 

1.1 

11.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

クレジットカード払い

（配達時を除く）

商品配達時の代金引換

銀行・郵便局の窓口・ATMでの支払い

コンビニエンスストアカウンターでの支払い

インターネットバンキング・

モバイルバンキングによる支払い

通信料金・プロバイダ利用料金

への上乗せによる支払い

その他（現金書留、小切手等）

無回答

インターネットで購入する際の決済方法（複数回答）

平成20年（n=4,119）

平成21年（n=4,656）
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（１） ASP・SaaS の利用状況 

ASP・SaaS を利用している企業の割合は２０．０％（対前年比４．５ポイント増）と５社に１社が

利用している。資本金規模別に利用状況をみると、資本金１千万円未満では利用率が８．５％で

ある一方、資本金５０億円以上では利用率が３５．２％と、企業の規模により、利用の割合に差

がみられる。 

また、ＡＳＰ・ＳａａＳを利用している企業のうち、効果があったと回答した企業は、平成 19 年調

査では６７．５％、平成 20 年調査では７３．９％、平成 21 年調査では７８．５％と着実に増加して

いる。 

ASP・SaaS の利用状況 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ASP・SaaS の利用状況（資本金規模別）（平成 21 年末） 

 

３ 企業におけるＩＣＴ利用の進展状況 

8.5

15.0

9.5

17.5

16.7

28.1

28.3

35.2

27.0

36.2

40.0

42.8

55.5

50.7

51.7

54.9

57.0

46.6

48.9

39.0

25.4

18.2

15.5

7.2

7.5

2.2

1.6

0.7

2.4

3.0

4.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円未満

(n=44)

1,000万円～3,000万円未満

(n=326)

3,000万円～5,000万円未満

(n=219)

5,000万円～1億円未満

(n=333)

1億円～5億円未満

(n=430)

5億円～10億円未満

(n=81)

10億円～50億円未満

(n=148)

50億円以上

(n=253)

利用している 利用していない Asp、SaaSについて

よく分からない

無回答

2.2

2.5

4.2

6.3

8.9

11.5

0.7

0.5

0.7

3.4

3.5

3.6

11.0 

13.7

18.6

30.2

36.1

28.4

42.7

32.5

30.6

3.5

2.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末(n=2,158)

平成20年末(n=2,012)

平成21年末(n=1,834)

利用しており、

非常に効果

があった

利用しており、

ある程度効果

があった

利用しているが、

あまり効果が

なかった

利用しているが、

効果はよく

分からない

利用していない

が、今後利用

する予定

利用していない

し、今後も利用

する予定はない

Asp、SaaSについて

よく分からない

無回答

利用している 20.0

利用している 15.5

利用している 12.6
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ＡＳＰ・ＳａａＳの利用効果の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２） ASP・SaaS を利用しない理由 

ASP・SaaS を利用しない理由としては、「ニーズに応じたアプリケーションのカスタマイズができ

ない」（３６．１％）、「セキュリティに不安がある」（３５．１％）、「ＡＳＰ・ＳａａＳの導入に伴う既存シス

テムの改修コストが大きい」（２９．４％）などとなっている。 

 

ASP・SaaS を利用しない理由（複数回答）（平成 21 年末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36.1 

35.1 

29.4 

17.9 

9.1 

8.9 

33.1 

0.7 

0 10 20 30 40

ニーズに応じたアプリケーションの

カスタマイズができない

セキュリティに不安がある

ＡＳＰ・ＳａａＳの導入に伴う

既存システムの改修コストが大きい

ネットワークの安定性に対する不安がある

ＡＳＰ・ＳａａＳの導入によって

自社コンプライアンスに支障をきたす

通信費用がかさむ

その他

無回答

（％）

平成21年末(n=557)

非常に効果

があった

16.0 %

ある程度効果

があった

57.9 %

あまり効果

がなかった

3.4%

マイナスの

効果であった

0.3% 効果はよく

分からない

22.6 %

平成20年末（n=342）

非常に効果

があった

17.5%

ある程度効果

があった

50.0 %

あまり効果

がなかった

5.6%

マイナスの

効果であった

0.0%

効果はよく分

からない

27.0 %

平成19年末（n=267）

非常に効果

があった

20.9 %

ある程度効果

があった

57.6 %

あまり効果

がなかった

3.4 %

効果はよく

分からない

18.1 %

平成21年末（n=348）
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（３） テレワーク 

 テレワークを導入している企業は、平成 19 年調査の１０．８％から平成 21 年調査では

１９．０％と、ここ２年間でほぼ２倍となり、企業においてテレワークの導入が進展している。資

本金規模別のテレワークの導入率をみると、中小企業では導入率が低くなっている。 

主なテレワークの導入目的をみると、「勤務者の移動時間の短縮」（５１．５％）、「定型的業

務の効率性（生産性）の向上」（４１．８％）となっている。   

また、「非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事業継続に備えて」が、前年から２０．４ポイ

ント増と大幅に増加して、３９．６％となった。 

テレワークを導入している企業のテレワークの効果についてみると、９割強（９６．２％）の企

業が効果があったと回答。 

テレワークの導入率 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資本金規模別テレワークの導入率（平成 21 年末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

3.6

6.8

11.3

18.2

25.4

28.4

49.1

1.7

2.2

4.5

4.6

5.1

2.8

7.2

97.8

93.9

89.9

84.2

76.6

69.5

68.9

41.8

2.2

0.8

1.1

0.0

0.7

0.0

0.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１，０００万円未満（n=44)

１，０００万円～３，０００万円未満（n=326)

３，０００万円～５，０００万円未満（n=219)

５，０００万円～１億円未満（n=333)

１億円～５億円未満（n=430)

５億円～１０億円未満（n=81)

１０億円～５０億円未満（n=148)

５０億円以上（n=253)

導入している 導入していないが、

具体的に導入予定がある

導入していないし、

具体的な導入予定もない

無回答

10.8

15.7

19.0

3.5

5.2

4.0

84.5

77.2

76.2

1.3

1.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末

(n=2,158)

平成20年末

(n=2,012)

平成21年末

(n=1,834)

導入している 導入していないが、

具体的導入予定がある

導入していないし、

具体的導入予定もない

無回答
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テレワークの導入目的（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレワークの効果（平成 21 年末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.0 

46.3 

19.2 

18.9 

12.6 

13.2 

9.8 

10.3 

4.7 

2.6 

14.5 

1.2 

51.5 

41.8 

39.6 

18.7 

13.3 

13.2 

10.0 

10.0 

5.6 

1.7 

12.3 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

勤務者の移動時間の短縮

定型的業務の効率性（生産性）の向上

非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事業継続に備えて

顧客満足度の向上

勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応

付加価値創造業務の創造性の向上

オフィスコストの削減

優秀な人材の雇用確保

交通代替によるＣＯ２削減等地球温暖化防止

その他

無回答

平成20年末（n=207)

平成21年末(n=237)

非常に効果が

あった22.2%

ある程度効果は

あった74.0%

効果はなかった
2.0%

無回答1.8%

平成21年末(n=237)
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（４） ＩＣＴ関連ツール※を利用したサービス・システムの導入率  

いずれかのＩＣＴ関連ツールを利用したサービス・システムを導入している企業は、５３．６％

（対前年比３．４ポイント増）となった。また、各ＩＣＴ関連ツールの導入率は前年より増加してお

り、企業におけるＩＣＴ化が着実に進展。 

 
 

ＩＣＴ関連ツールを利用したサービス・システムの導入率 
（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
(※) ここでは、電子タグ（RFID タグ）、非接触型IC カード、ネットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器、GPS 等の位
置確認機能機器など、次世代の通信機器を備えたビジネスツールの総称を「ＩＣＴ関連ツール」としている。 

50.2 
53.6 

32.6 
35.8 

28.4 29.4 

10.0 
14.0 

9.2 11.8 

13.9 
11.7 

12.0 
10.3 

12.6 
13.2 

12.2 
11.6 

15.4 10.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

20年末

(n=2,012)

21年末

(n=1,834)

20年末

(n=2,012)

21年末

(n=1,834)

20年末

(n=2,012)

21年末

(n=1,834)

20年末

(n=2,012)

21年末

(n=1,834)

20年末

(n=2,012)

21年末

(n=1,834)

いずれかのツール 非接触型ICカード ネットワークカメラ、

センサー等のネット

ワーク機能付加機器

GPS、携帯電話等の

位置確認機能機器

電子タグ

(%)

導入していないが、今後導

入する予定がある

導入している
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（５） 電子商取引の実施状況 

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は５５．３％

（対前年比４．７ポイント増）となり、電子商取引が着実に進展。業種別にみると、「卸売・小売業」

が５９．３％と最も実施率が高く、次いで「サービス業・その他」の５８．３％となっている。 

電子商取引の種類別にみると、「企業からの調達」は「建設業」が３６．３％と最も高く、「企業

への販売」は「製造業」が６．２％と最も高くなっている。また、「消費者への販売」は「金融・保険

業」が１５．８％と最も高い。 

インターネットを利用した販売を行っている企業のインターネット販売を行う主な理由をみる

と、「広範囲に新規顧客を獲得できる」（５３．５％）、「取引に関わる間接業務を効率化できる」

（３５．３％）となっている。 

 
 

電子商取引の実施企業 

○電子商取引（企業からの調達、企業への販売、消費者への販売のいずれか）の実施状況 

 
 
 
 
 
 
○産業別電子商取引の実施状況（平成21年末）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 

インターネット販売を行う理由（複数回答）（平成21年末） 

 

53.5

35.3

28.9

19.1

14.7

12.7

9.3

6.2

20.6

1.6

0% 20% 40% 60%

広範囲に新規顧客を獲得できる

取引に関わる間接業務を効率化できる

店舗が必要なく効率的

効果的な広告を打てる

中間流通コストを削減できる

個々の消費者の属性を的確に把握できる

売れ筋でない商品であっても取り扱える

在庫の削減ができる

その他

無回答
平成21年末(n=376)

50.6

55.3

0 20 40 60 80 100

平成20年末(n=2,012)

平成21年末(n=1,834)

（％）

5 5.3

41.9

55. 3

43.1

59.3
53.5

58.3

32.0 36.3
32. 8 29.4

26.5
20.7

3 5.7

3. 6 1.6 6. 2
1.1 5. 1

0.6 1.2

1 0.2
2.2

8.6 5.3

14.4 15.8
11.2

0

10

20

30

40

50

60

全体

(n=1,834)

建設業

(n=228)

製造業

(n=330)

運輸業

(n=233)

卸売・小売業

(n=331)

金融・保険業

(n=169)

サービス業・その他

（計）(n =493)

（％） いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売
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（６） インターネットを利用した広告の実施状況  

インターネットを利用した広告を実施している企業は、前年と比較して４．７ポイント増の

３５．７％となっている。 

行った広告の種類では、「バナー広告」が４４．９％、メールマガジンが３７．３％となってい

る。 

インターネット広告の実施率 

 
 
 
 
 
 

実施したインターネット広告の種類（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （※）リッチメディア広告：マウスの動きに合わせて表示が動いたり、ストリーミング技術で動画を表示したりするような音声や映像を活用

しているもの。 

（※）コンテンツ連動型：Ｗｅｂコンテンツの内容を解析し、内容と関連のある広告を配信するもの。 

31.0

35.7

0 10 20 30 40 50

平成20年末(n=2,012)

平成21年末(n=1,834)

（％）

45.1 

38.6 

32.0 

21.3 

14.2 

12.4 

13.7 

11.7 

11.1 

44.9 

37.3 

29.8 

21.2 

12.9 

9.5 

8.5 

6.1 

13.4 

0 10 20 30 40 50

バナー広告

メールマガジン

テキスト広告

検索連動型

ＤＭ広告

(ターゲティングメールなど）

リッチメディア広告

スポンサーシップ広告

（編集タイアップなど）

コンテンツ連動型

その他インターネット広告

平成20年末(n=630) 平成21年末(n=602)

（％）
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（７） ＩＣＴ教育の実施状況  

従業員に対し、ＩＣＴ教育を行っている企業は４８．３％（対前年比０．６ポイント増）となったが、

一方で、約５割（５０．８％）の企業が従業員に対するＩＣＴ教育を実施していない。 

教育内容をみると、「社内のＩＣＴ関連教育・研修プログラムの実施」（２４．３％）、「社外のＩＣＴ

関連教育・研修プログラムへの参加」（１６．６％）となっている。 

 

ＩＣＴ教育の実施状況 

 
 
                        

47.7

50.4

1.9

21.4

17.7

9.7

11.2

6.5

2.7

17.1

48.3

50.8

0.9

24.3

16.6

10.3

9.4

4.9

2.0

15.2

0 20 40 60

何らかのＩＣＴ教育を実施

行っていない

無回答

社内のＩＣＴ関連教育・

研修プログラムの実施

社外のＩＣＴ関連教育・

研修プログラムへの参加

ＩＣＴ関連資格の取得に対する

報奨金の支給

社員の自主的なＩＣＴ関連

学習活動への金銭支援

社員の自主的なＩＣＴ関連学習活動

への時間的支援

ＩＣＴ関連技能・能力テストの実施

その他の教育訓練

平成20年末(n=2,012)

平成21年末(n=1,834)

（％）
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（１） インターネット利用で感じる不安 （世帯） 

インターネットを利用して感じる不安の有無について、「特に不安は感じない」、「それほど不

安は感じていない」を合わせると５１．７％（対前年比３．９ポイント増）と、５割の世帯が不安を感

じていないとしており、前年よりも不安を感じていない世帯が増加している。 

一方で、不安を感じている世帯では、不安の内容として、約７割の世帯が、「ウィルスの感染

が心配である」（７０．６％）、「個人情報の保護に不安がある」（６９．９％）を挙げている。 

 

インターネット利用上の不安の有無（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 

 
 

４ 安全・安心への取組状況 

67.2 

71.2 

61.7 

40.4 

33.7 

35.5 

15.6 

7.9 

9.2 

1.5 

0.1 

70.6 

69.9 

58.6 

40.4 

33.3 

32.5 

15.4 

7.8 

6.9 

2.1 

0.2 

0 20 40 60 80 

ウィルスの感染が心配である

個人情報の保護に不安がある

どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明

電子的決済手段の信頼性に不安がある

セキュリティ脅威が難解で具体的に理解できない

違法・有害情報が氾濫している

認証技術の信頼性に不安がある

知的財産の保護に不安がある

送信した電子メールが届くかどうかわからない

その他

無回答

（%）

平成20年末(n=1,908)

平成21年末(n=1,795)

19.5 

20.2 

28.3 

31.5 

30.0 

28.7 

17.5 

14.0 

4.8 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年末

(n=4,070)

平成21年末

(n=4,230)

特に不安は感じない セキュリティ脅威はあるが、

対策を行っておりそれほど

不安は感じていない

セキュリティ脅威への対策を

行っているが、不十分であり、

少し不安を感じている

不安を感じている 無回答
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（２） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） 

何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の割合は、８２．９％と前年に比べて２．７ポイ

ント増加した。対策内容をみると、５割を超える世帯が「ウィルス対策ソフトの導入」（５２．２％）

を挙げており、次いで、「知らない人からのメールや添付ファイル、ＨＴＭＬファイルを不用意に

開かない」（３６．５％）などとなっている。 

 

セキュリティ対策の実施状況（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 

 

80.2

13.7

6.1

53.4

37.6

26.1

26.1

23.7

16.0

13.8

8.3

6.4

4.9

4.1

1.8

82.9

10.4

6.7

52.2

36.5

25.4

24.7

22.4

15.4

11.9

6.5

5.7

4.5

4.1

6.1

0 20 40 60 80 100 

何らかの対策を導入

何も行っていない

無回答

ウィルス対策ソフトの導入

知らない人からのメールや添付ファイル、

ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない

プロバイダ等が提供する

ウィルス対策サービスの利用

ファイアウォールの使用

ＯＳ、ブラウザのアップデート

スパイウェア対策ソフトの導入

ファイル等のバックアップ

メールソフトのアップデートや変更

プロバイダ等が提供する

ファイアウォールサービスの利用

アカウントごとに

パスワードを複数使い分け

パスワードの定期的な変更

その他

（%）

平成20年末(n=4,070)

平成21年末(n=4,230)
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（３） フィルタリングソフト・サービスの利用状況 （世帯） 

１８歳未満の子供がいる世帯におけるフィルタリングソフト・サービスの利用状況は、利用して

いる世帯の割合がパソコンでは１９．９％（対前年比０．４ポイント減）であるのに対し、携帯電話

では５２．２％（対前年比２．４ポイント増）となり、携帯電話におけるフィルタリングサービスは

２世帯に１世帯が利用している。 

  
 

 
フィルタリングソフト・サービスの利用状況（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利用している

20.3

19.9

49.8

52.2

利用していない

78.3

78.6

49.6

46.8

無回答

1.4

1.5

0.6

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年末

(n=975)

平成21年末

(n=1,106)

平成20年末

(n=588)

平成21年末

(n=684)

パ
ソ

コ
ン

で
利

用
す

る

フ
ィ

ル
タ

リ
ン

グ
ソ

フ
ト

携
帯

電
話

で
利

用

す
る

フ
ィ
ル

タ
リ

ン
グ

サ
ー

ビ
ス

（対象は、パソコンまたは携帯電話でインターネットを利用する18歳未満の子供がいる世帯）



24 
 

 

（４） インターネット、企業内 LAN 等を利用する上での問題点（企業） 

インターネットや企業内 LAN 等を利用する上での問題点は、「セキュリティ対策の確立が困

難」が５７．９％と最も多く、次いで「ウィルス感染に不安」（５６．８％）、「従業員のセキュリティ意

識が低い」（４０．２％）となっており、前年と同様にセキュリティに関連するものが上位を占めて

いる。また、「運用・管理の費用が増大」（３６．６％）、「運用・管理の人材が不足」（３５．９％）な

どの運用に係るコスト、人材面での問題点を挙げる企業も少なくない。 
        

インターネット、企業内 LAN 等を利用する上での問題点（企業）（複数回答） 

 
 
 
 
 

61.8

59.2

40.5

38.8

36.9

26.6

21.1

17.7

11.8

11.6

6.2

6.4

5.7

1.6

4.3

1.9

57.9

56.8

40.2

36.6

35.9

26.1

16.9

15.2

9.7

7.8

6.4

5.0

3.9

2.2

4.2

1.9

0 20 40 60 80 100

セキュリティ対策の確立が困難

ウィルス感染に不安

従業員のセキュリティ意識が低い

運用・管理の費用が増大

運用・管理の人材が不足

障害時の復旧作業が困難

通信料金が高い

導入成果の定量的把握が困難

通信速度が遅い

導入成果を得ることが困難

著作権等知的財産の保護に不安

認証技術の信頼性に不安

電子的決済の信頼性に不安

その他

特に問題点なし

無回答

平成20年末(n=2,012)

平成21年末(n=1,834)

（％）
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（５） セキュリティ対策の実施状況 （企業） 

インターネット、企業内 LAN 等を利用する企業のうち何らかのセキュリティ対策を実施してい

る企業の割合は、９６．１％となった。 

セキュリティ対策の内容としては、「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策プロ

グラムを導入」（８４．３％）が最も多い。 
 

セキュリティ対策の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96.4

2.2

1.4

83.6

70.3

63.3

60.7

45.3

45.2

39.2

38.8

16.9

29.1

22.9

21.9

20.5

16.4

18.3

12.4

13.0

4.0

96.1

2.1

1.8

84.3

68.9

62.0

57.1

46.7

45.6

39.7

39.3

37.1

29.0

23.7

23.6

20.5

18.0

17.6

13.4

11.9

4.0

0 20 40 60 80 100

何らかの対策を実施

特に対応していない

無回答

パソコンなどの端末(ＯＳ、ソフト等)に

ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの設置

セキュリティポリシーの策定

ＯＳへのセキュリティパッチの導入

アクセスログの記録

社員教育

代理サーバ等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

データやネットワークの暗号化

セキュリティ監査

認証技術の導入による利用者確認

ウィルス対策対応マニュアルを策定

回線監視

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)の導入

セキュリティ管理のアウトソーシング

その他の対策

平成20年末(n=1,996)

平成21年末(n=1,830)

（％）
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（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業） 

インターネット、企業内LANを利用する企業のうち何らかの個人情報保護対策を実施している

企業の割合は、８３．３％（対前年比１．８ポイント増）となった。また、従業者規模が大きいほど

実施率が高い。 

主な対策内容としては、「社内教育の充実」（５２．２％）、「個人情報保護管理責任者の設置」

（４７．９％）となっている。 
 
 

従業者規模別個人情報保護対策の実施率(企業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護対策の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81.5

70.7

80.8

92.4

83.3

73.2

85.7

94.5

0

20

40

60

80

100

全体 100～

299人

300～

499人

500人以上

（％）

平成20年末

(n=2,012)

平成21年末

(n=1,834)

81.5

15.7

2.8

50.5

44.8

34.6

30.3

22.9

9.5

9.2

8.7

83.3

15.0

1.7

52.2

47.9

35.3

32.9

25.7

11.9

11.2

8.3

0 20 40 60 80 100

何らかの対策を実施

特に実施していない

無回答

社内教育の充実

個人情報保護管理責任者の設置

プライバシーポリシーの策定

必要な個人情報の絞り込み

システムや体制の再構築

プライバシーマーク制度の取得

外注先の選定要件の強化

その他の対策

平成20年末

(n=2,012)

平成21年末

(n=1,834)

（％）


	調査結果のポイント

	目次

	１　インターネット等の普及状況

	２　個人におけるICT利用の進展状況

	３　企業におけるICT利用の進展状況

	４　安全・安心への取組状況


